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Tax Analysis 
 

「両用品輸出管理条例（意見募
集稿）」に関する分析 
 
2022 年 4 月、中国商務部は「両用品輸出管理条例（意見募集稿）」（以下、「意
見募集稿」）を公布した。意見募集稿の公布は、「中華⼈⺠共和国輸出管理法」（以
下、「輸出管理法」）の関連規定の補完と明文化、及び両用品輸出管理に関する行政
法規の統括管理の促進を目的とするものであり、両用品輸出管理体制の構築におけるマ
イルストーンとされている。意見募集稿はパブリックコンサルテーションを経て、改訂の上で適
時に公布される予定である。 
 
2020 年における「輸出管理法」の公布に伴い、関連する行政機関（商務部、税関総署
など）は立法の視点から、輸出管理について多くの作業を展開した。現行の輸出管理措
置を定める行政文書、及び関連する法体系を構成する行政文書は、依然として分散して
いる。両用品を例として挙げると、両用品輸出管理に関する現行の法規は「核両用品お
よび関連技術輸出管理条例」、「生物両用品並びに関連設備および技術輸出管理条
例」、「特定化学品管理条例」、「ミサイル並びに関連品目および技術輸出管理条例」な
どを含むが、それらに限られない。「意見募集稿」の公布は、両用品輸出管理について統
合され且つ実施しやすい行政法体系の構築に寄与するものであり、両用品輸出管理条
例はファイナライズ後、両用品の輸出管理に一連の変化をもたらす可能性がある。 
 
本 Tax Analysis では、「意見募集稿」の主要内容について概要説明を行うと共に、その
潜在的な影響に対する私どもの考察、及び両用品輸出管理に関する社内コンプライアン
ス管理についてのアドバイスをご提供いたします。 
 
適用範囲 
 
「意見募集稿」は両用品の管理に適用されるが、輸出管理の対象となるその他の品目に
ついても、適用される可能性があると考えられる。「輸出管理法」では、「両用品」は「⺠⽣
用途と軍事用途の両方に用いられるもの、または潜在的な軍事力の向上に寄与するも
の」と定義されている。 
 
特定化学品以外の大部分の両用品（核両用品、ミサイル及び関連品目、生物両用品
などを含む）に関する現行の輸出管理条例は今後、「両用品輸出管理条例」に置き換
えられるが、特定化学品の輸出については、「特定化学品管理条例」が優先的に適用さ
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• 輸出許可証の申請免除——「意見募集稿」では、目玉措置の一つとして、輸出許可証の申請免除の適用対象及び適用対象外と

なる状況について定められた。下記の状況において、輸出許可証の申請が免除される。 

れる。 
 
「意見募集稿」の規定により、法律・行政法規による別途規定がある場合を除き、国家の
安全と利益の保護、及び大量破壊兵器の拡散防止などの国際義務の履行に関わるその
他の物品、技術、サービスなどの品目は「意見募集稿」の対象品目に組み入れられ、包括
条項（一般条項）扱いとされている。 
 
輸出管理リスト・コード制度 
 
「意見募集稿」によれば、商務部は両用品輸出管理リストを作成・公布し、リストに掲載
された品目に対して輸出管理コードを設定する。当該リストは、現行の両用品輸出管理目
録の代わりとして機能する可能性がある。 
 
中国では、両用品の識別に用いられる、コードに基づく輸出管理体制がまだ構築されてい
ない。現行の実務として、企業は有形の品目を輸出する際、両用品管理目録に掲載され
た各品目の具体的な説明、及び税番の通則と補足規定を参照する上で、両用品輸出
許可証を申請する必要があるか否かについて判断する必要がある。これは、無形の品目
（例：サービス、技術）に関する輸出管理に不便をもたらすと同時に、輸出経営者のコン
プライアンスリスクを増大させた。コードに基づく輸出管理体制の構築は、監督管理の精度
向上、及び輸出経営者のコンプライアンス水準と運営効率の向上に役立つ。 
 
中国の両用品輸出管理コードの様式について、一部の国・地域の輸出管理コードに良く見
受けられる 5桁の英数字コードを参考しつつ、独自のコード様式を採用する可能性があると
推測される。留意点として、商務部所属の輸出管理所轄機関が 2021 年に、その公式サ
イトにて「輸出管理に用いられる 5桁の英数字コード」に関する紹介記事を掲載したことが
ある。 
 
仕向国・地域に関する規制 
 
「意見募集稿」では、仕向国・地域のリスクレベルの評価について細かく規定されており、
「国の安全と利益に及ぼす影響、国際義務履行上の需要、外交政策上の需要、輸出管
理分野における協力、その他」を含む各種要素について考慮する上で評価するよう定めら
れた。 
 
リスクレベル評価の結果は、両用品の輸出管理措置に影響を与える。即ち、リスクレベル
の異なる国・地域に輸出される同一品目に対して、異なる強度の規制措置が適用される
可能性がある。 
 
輸出許可制度 
 
「意見募集稿」では、現行の両用品輸出許可制度に対して、以下の面から改正と整備が
行われた。 
 
• 有効期間——両用品の単一品目輸出許可証の有効期間は通常 1 年を超えな

い。汎用許可証（許可証の有効期間内において、輸出事業者が復数の国/地域ま
たは復数の最終顧客向けに、復数品目の両用品を複数回輸出することができる）の
有効期間は 3年から 2 年に変更された。 
 

• 申請書類——「意見募集稿」では、両用品の輸出許可証を申請するための必要書
類について定められており、「両用品の（仕向国・地域）の輸入事業者と最終顧客
に関する状況説明」が新たに追加された。 
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− 入国後検査・修理・試験・テストを経て、合理的な期間内に輸入元に返送する場合。 
− 中国国内で開催される展示会に参加するにあたり、展示会の終了後、直ちに輸入品を現状のまま輸入元に返送する場合。 
− ⺠間航空機部品の海外修理を行う場合。 
− 国務院所属の商務所轄機関が定めるその他の状況に該当する場合。 

 
要件に適合する輸入事業者が輸出許可証の申請免除を享受する場合、輸出を行う前に、国務院所属の商務所轄機関にて登録を行う
必要がある。輸出管理規定への違反行為があった輸入事業者は、輸出許可証の申請免除を受けられない可能性がある。 
 
禁輸企業リストに掲載された輸入事業者・最終顧客は、汎用許可証の発行、輸出許可証の申請免除などの利便化措置の適用対象
外となる。 
 
報告義務 
 
「意見募集稿」の規定により、輸出事業者/輸入事業者が下記のいずれかのリスクが存在する可能性があることを認識した場合、速やかに
商務部に報告しなければならない。 
 
• 輸出完了後の 3年以内に、輸出された両用品が国の安全と利益に危害を及ぼすもの、大量破壊兵器に使用されるもの、テロを目

的として使用されるものなどに該当すると認識した場合。 
• 最終顧客と最終用途に関する証拠文書が偽造されたもの、期限の切れたもの、または詐欺・賄賂などの不正な手段によって取得した

ものである場合。 
• 両用品の最終顧客または最終用途が変更された、または変更される可能性を認識した場合。 
 
また、「意見募集稿」の規定により、フォワーディング・貨物輸送・郵便配達・通関、第三者電子商取引プラットフォーム及び金融などのサービ
スの提供に従事する組織及び個人は、輸出事業者による「両用品輸出管理条例」への違反行為が存在すると認識した場合、直ちにサー
ビスを停止し、関連行政機関へ通報しなければならない。「意見募集稿」では、輸出事業者や第三者サービスプロバイダが報告義務に違
反した場合に負うべき法的責任についても明確に定められた。第三者サービスプロバイダは、輸出管理に関するコンプライアンス体制を構築
することで、違法な輸出活動について「認識もしくは認識し得るべき場合に負う義務」に対応するよう検討する必要がある。 

 
法執行の主体と行政責任 
 
「意見募集稿」の規定により、輸出管理の法執行を担当する主体は商務部、外交部、国家安全部、税関を含む。そのうち、商務部所属
の商務所轄機関と税関は、「意見募集稿」及び関連する税関法規の規定に基づき行政罰を科す権限がある。 
 
「意見募集稿」では、違法行為を働いた場合に負うべき法的責任に関する規定は、基本的に「輸出管理法」の規定を踏襲するものとなっ
ており、また、報告義務に違反した場合は行政責任ひいては刑事責任を追求される可能性があると明確に定められた上で、処罰の軽減
事由についても下記のように規定された。 
 
1. 自発的に違法行為による被害結果を除去した場合。 
2. 他人の脅迫・強要または教唆・詐欺を受けて違法行為を行った場合。 
3. 国務院所属の商務所轄機関が把握していない違法行為を自ら供述した場合。 
4. 功績を立てた場合。 
 
輸出事業者や第三者サービスプロバイダが輸出管理について整備されたコンプライアンス体制を構築しており、且つ違法行為による被害結
果の拡大を阻止した場合、情状酌量により処罰を軽減することができる。 
 
コメントとアドバイス 
 
過去 6か月における商務部の動向（「輸出管理白書」と「2022年における両用品輸出管理目録」の公布、及び「中国輸出管理情報
ネット」の立ち上げなどを含む）から、中国政府が輸出管理に関する監督管理上、従来よりも素早く対応できるようになっていることが窺え
る。「意見募集稿」の公布は、輸出管理に関する監督管理がさらに強化されることを意味する。上述の動向から見て、今後、輸出事業者
は従来よりも包括的で統合された輸出管理体制の管理下に置かれ、それに伴い、より厳しいコンプライアンス要求への適合を求められるこ
とが予想される。そのため、関連企業は、中国における輸出管理法規の変化によってもたらされる自社の事業への潜在的な影響について、
速やかに評価する必要がある。 
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中国政府は企業に対して、整備された中国輸出管理コンプライアンス体制（ICP）の構築を推奨している。「意見募集稿」では、この方針
が随所に反映されている。効果的な輸出管理コンプライアンス体制は、輸出事業者による各種輸出利便化措置の享受のみならず、輸出
事業者や第三者サービスプロバイダにコンプライアンス違反に該当する行為が発生した際に受ける処罰の軽減にも役立つ。関連する中国企
業は、商務部による現行の輸出コンプライアンスガイドラインに基づき輸出管理コンプライアンス体制を構築するか、或いは現在の輸出管理
コンプライアンス体制が輸出管理規定に適合するか否か、現在の輸出管理コンプライアンス体制がコンプライアンスガイドラインに記載された
「社内輸出管理体制を確立するための基本要素」をカバーしているか否かについて評価することが推奨される。 
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